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地方ではインバウンド効果は限定的、日本人需要の誘客がカギに

※本資料は、「不動産マーケットリサーチレポート（2026年1月発行・要約版）第６章／不動産賃貸市場・
ホテル編」から一部抜粋し、一般読者向けに加筆修正したものです。



訪日外客数の増加ペースは緩慢で、全国のホテル需要全体は前年を下回って推移
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◼ 2025年の訪日外客数をみると、増加しているものの、2024年以前のコロナ回復期と比べるとペースは非常に緩慢。中国の渡航自粛
の影響を受けて、2026年1月は前年水準を下回った（左図）。

◼ 全国の外国人ホテル需要の増加が緩慢であることに加えて、客室単価の上昇によって日本人需要は減少しており、2025年6月以
降、ホテル需要全体（日本人＋外国人）は、前年水準を下回って推移している（右図）。

◼ 今後のホテル需要の見通しは、日本人については、人口減少と客室単価の上昇によるホテル利用率の低下により、減少の見通し。外
国人については、中国の渡航自粛やイラン情勢が改善すれば、円安水準であること、訪日意欲が高いことから、増加基調で推移する
見通し。ただし、増加ペースはコロナ収束後の回復期と比べて緩慢となる見通しで、日本人と外国人合わせたホテル需要全体は、横ば
いで推移する見通し。

【地域別・訪日外客数の前年比】 【ホテル延べ宿泊者数の前年比および寄与度の推移】

出所）観光庁「宿泊旅行統計調査」をもとに三井住友トラスト基礎研究所作成出所） JNTOをもとに三井住友トラスト基礎研究所作成
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地方ではインバウンド効果は限定的、日本人需要の誘客がカギに
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◼ 地方でも外国人需要が増加しているが、主要7都道府県を除く「その他」の地方圏では、日本人比率が87％を占めており、（左図）、
日本人需要の減少の影響を大きく受け、需要全体が減少しているエリアも少なくない。

◼ その中でも、北関東・北陸・鳥取県（右図・赤枠）では、2025年は日本人需要の減少により需要全体も大きく減少した。北関東では
旅行者が大阪万博に流れたことや宿泊単価の上昇により日帰り旅行に代替されたこと、また、北陸では能登半島地震に関連する旅行
支援が終了したこと、鳥取県では日本人需要が2024年の「ねんりんピック」の開催などで伸びた反動が要因とみられる。

◼ 一方で、青森県や三重県（右図・青枠）では、日本人需要が寄与し、需要全体も大きく増加した。青森県では、ねぶた祭やスノーシー
ズンのPRが成功している。また、三重県は、観光資源が豊富で、中京圏や関西圏からアクセスが良好である。加えて、伊勢志摩サミット
以降、宿泊施設等の整備や高付加価値化が進み、かつ客室単価が主要エリアと比べ低廉であることも押し上げ要因と考えられる。

◼ 今後は、地方では、外国人旅行者は増加するものの、訪日外客数の増加ペースは緩やかであることや外国人比率が低いことから、ホテル
需要全体を押し上げる効果は小さいと考えられる。そのため、日本人需要を取りこぼさないこと、旅館やその他宿泊施設から日本人旅行
者を獲得することが、ホテル事業者にとって重要となる。

【ホテル延べ宿泊者数の内訳(2025年)】
】

【ホテル延べ宿泊者数の前年比および寄与度（2025年）】

出所）観光庁「宿泊旅行統計調査」をもとに三井住友トラスト基礎研究所作成
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地方圏は87％が日本人
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当社発行「不動産マーケットリサーチレポート」のご案内

本レポートは、当社の有償レポート「不動産マーケットリサーチレポート（年２回発行）」をもとに、
一般の読者に向けて再編集したものです。将来予測を含む同有償レポートの内容および購入
につきましては、当社HP（https://www.smtri.jp/service/report/market_research_report.html）をご
参照下さい。

【お問い合わせ】 投資調査部
https://fofa.jp/smtri/a.p/113/

https://www.smtri.jp/service/report/market_research_report.html
https://fofa.jp/smtri/a.p/113/
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